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（一社）千葉県計量協会計量士部会規約 

第１章 総  則  

（名 称）  

第 １ 条 この部会は、（一社）千葉県計量協会計量士部会（以下「部会」 

という）という。 

（事務局） 

第 ２ 条 部会の事務局は、（一社）千葉県計量協会（以下「計量協会」 

    という）事務局内に置く。 

（目 的）  

第 ３ 条 部会は、計量士が持つ専門知識を生かし、適正な計量の実施を 

確保することに寄与すると同時に関係法令の理解並びに計量技術 

のさらなる習得に努め、計量士の地位向上及び会員相互の親睦を 

を図ることを目的とする。 

（事 業）  

第 ４ 条 部会は、計量器の検査、計量管理の指導、講習会、研修会、会 

    員相互の親睦行事の事業を行う。 

（他団体への加入） 

第 ５ 条 部会は、第１８条に規定する全体会議の議決を経て他の団体に

会員として加入することができる。 

（細則等） 

第 ６ 条 本規約の施行に関して必要な事項は、本規約に特に定めてある 

もののほか、理事会の議決を経てこれを定める。 

 

 

第２章  部  会  員  

（部会員） 

第 ７ 条 本部会に所属する者は、計量協会会員であり正部会員と賛助 

部会員とする。 

２  正部会員は、計量法第１２２条に定める計量士であって、本 

 部会の事業に賛同する者とする。 

３  正部会員は、Ａ部会員及びＢ部会員及び A’部会員、B’部会員

とする。 

一  Ａ部会員とは、原則として計量士の資格を持って収入を得て



- 2 - 

 

いる者とし、個人の申告をもってする。 

二  Ｂ部会員は、Ａ部会員以外の者とする。 

４  A’部会員、B’部会員は、前項第一号及び第二号と同等であっ

て、（一社）日本計量振興協会の会費を他都県から納めているもの

とする。 

５  賛助部会員は、正部会員以外の法人又は個人であって、本部 

 会の目的に賛同し、事業に協力しようとするものとする。 

（部会員名簿） 

第  ８  条  部会に部会員名簿を備え、部会員の氏名、住所、資格等に関 

    する事項を記載する。 

（部会員の権利） 

第  ９  条  正部会員は部会の事業に参加し、本会の施設を利用することが 

できる。 

   ２  正部会員は、全体会議において、各１回の議決権を有する。  

３  正部会員は役員に選任される資格を有する。 

(部会員の義務） 

第１０条 部会員は、本規約及び全体会議の議決を遵守しなければならな 

い。  

   ２  部会員は、故意又は過失により部会の施設を破損又は紛失した 

    ときは弁済しなければならない。ただし、その額は理事会で定め 

る。  

 

第３章  役  員  

（役員の種類及び数） 

第１１条 部会に次の役員を置く。 

一  理事  １５名以内 

二  監事  ２名以内 

   ２  理事のうち１名を部会長（以下「会長」という）とし、２名を

副部会長（以下「副会長」という）とするほか、必要に応じて５

名以内を部会常任理事（以下「常任理事」とという）とする。 

（役員の選任） 

第１２条 理事及び監事は、全体会議において正部会員の中から選任する。 

   ２  会長、副会長、常任理事は理事の互選によってこれを定める。 
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（役員の職務） 

第１３条 理事は、理事会を通じて業務の執行に参画するほか、規約及び 

理事会で定めた業務を行うものとする。 

   ２  会長は部会を代表し、他団体との連絡調整を行い、部会業務を

総理する。 

   ３  副会長は、会長を補佐し、会長が事故又は欠員のときは、会長

の職務を代行する。 

   ４  常任理事は、副会長を補佐し、副会長が事故又は欠員のときは、 

    副会長の職務を代行する。 

５  理事は、理事会を構成し業務を分担する。 

   ６  監事は、部会の業務及び財務を監査する。 

   ７  役員は、忠実にその業務を行い、又、役員としてふさわしくな 

い行為をしてはならない。 

（役員の任期） 

第１４条 役員の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

   ２  補欠又は増員のため選任された役員は、前任者又は現任者の残 

任期間とする。 

   ３  役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するま 

で、その職務を行うものとする。 

（役員の解任） 

第１５条 役員が次の各号に該当するときは、任期中であっても全体会議 

で部会員総数の３分の２以上の議決により、解任することができ 

る。  

    一  心身の傷害のため職務の執行が困難と認められるとき。 

    二  職務上の義務違反その他、役員としてふさわしくない行為が 

認められたとき。 

   ２  前二号の規定により解任する場合は、当該役員に弁明の機会を 

与えなければならない。 

（報酬） 

第１６条 部会の事業に係る活動と認められた場合は、実費を補填する。 

（顧問、相談役） 

第１７条 部会に顧問、相談役を置くことができる。 

   ２  顧問、相談役は、理事会の推薦により、会長が委嘱する。 

   ３  顧問、相談役は、部会の運営に関し、会長に意見を述べ又はそ 

の諮問に答える。 
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第４章 会  議  

第１節  総則  

 (会議の種類及び構成） 

第１８条 会議は全体会議、理事会、三役会とする。 

   ２  理事会は会長、副会長、理事をもって構成する。三役会は会長、

副会長、常任理事をもって構成する。 

   ３  監事は、理事会及び三役会に出席して意見を述べることができ 

る。  

（会議の招集） 

第１９条 会議は、会長が招集する。 

   ２  会議の招集は、開催日の１０日前までに、会議の目的である事 

項、日時及び場所を示した書面をもって行う。ただし理事会にあ 

っては、あらかじめ理事会で定めた方法により行うことを妨げな 

い。  

また、三役会は会長が必要と認めたとき、任意の方法で招集する。 

（会議の成立） 

第２０条 全体会議、理事会、三役会は、構成員の２分の１以上の出席に 

より成立する。 

（会議の議長） 

第２１条 会議の議長は、会長が行う。 

（議事の成立） 

第２２条 会議の議事は、出席者の過半数で決する。ただし可否同数 

のときは、議長の決するところによる。 

（議事録） 

第２３条 全体会議、理事会の議事については、議事録を作成し、議事録 

には、議長並びに副会長、常任理事及び監事の内のいずれか２名 

が、署名または押印するものとする。 

 

第２節  全体会議 

（全体会議の開催） 

第２４条 全体会議は、正部会員により毎年１回、毎事業年度終了後２ケ

月以内に原則として書面にて開催する。但し、解散等重要な議題

の際にはこの限りではない。 

   ２  臨時全体会議は書面により、次の場合に開催する。 

    一  正部会員の３分の２以上から会議の目的である事項を示して 
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     請求があったとき。 

    二  理事会が必要と認めたとき。 

    三  その他、会長が必要と認めたとき。 

   ３  前項第一号及び二号の規定による場合は、２ケ月以内に開催し 

なければならない。 

（付議事項） 

第２５条 次の事項は全体会議に付議しなければならない。 

    一  事業報告及び収支決算 

二  事業計画及び収支予算 

三  役員の改選 

    四  規約の改正 

    五  その他、本規約で定める事項 

（議決権の代理行使） 

第２６条 第２４条但し書により開催する時は、出席できない正部会員は、

書面により出席正部会員を代理人として委任し、その議決権を行

使することができる。 

   

第３節  理事会及び三役会 

（理事会の開催） 

第２７条 理事会は、会長が必要と認めたとき、開催する。 

   ２  理事の過半数から理事会の開催を請求されたときは、速やかに 

これを開催しなければならない。 

（議決事項） 

第２８条 理事会は、次の事項を審議決定する。 

一  本規約で定めること。 

    二  業務執行に関する事項。 

    三  その他、理事会が必要と認めた事項。 

（理事会における意見の表示） 

第２９条 理事会に出席できない理事は、あらかじめ示された事項につい 

ては、書面をもって賛否を表示することができる。 

２  前項の規定により、その意見を示した理事は、第１８条の出席

者と見なす。 

（審議事項） 

第３０条 三役会は、理事会に諮る事項の原案の審議作成を行う。 
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第５章  会費及び会計 

（会 費）  

第３１条 本部会の会費は計量協会が定める入会金・会費等規程による。 

（部会資産の管理） 

第３２条 部会の資産は、会長が管理し資産を使用する時は理事会の承認 

    を得なければならない。 

（旧千葉県計量士会の資産の管理） 

第３３条 旧千葉県計量士会の資産については会長が管理する。 

また、部会の期末期決算において不足が生じたとき、資産から

補填する。ただしこの場合は、理事会の承認を得たあと全体会議

に報告しなければならない。                            

（事業年度） 

第３４条 部会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に 

    終わる。 

 

第６章  規約の改正と解散 

（規約の変更） 

第３５条 本規約は、全体会議において正部会員総数の３分の２以上の同

意を得なければ、これを改正又は廃止することができない。 

（解散） 

第３６条 部会は、全体会議において正部会員総数の３分の２以上の同意

を得なければ解散することができない。 

 

付則  

（本規約の施行期日） 

本規約は平成２８年５月２２日から施行する。 

１  千葉県計量士会の部会化にともない現規約を廃止し、新たな「（一社）

千葉県計量協会計量士部会規約」を制定した。 

２  千葉県計量士会表彰規程、慶弔規程は計量協会の規程を準用すること 

とし廃止とした。 

 

一部改正 令和元年５月２３日  

・検査班の独立により規約から削除した。 

  ・正会員と賛助会員の区別の明確化を図った。 

 

一部改正 令和２年７月７日  

１．部会の期末期決算において不足が生じた場合、旧千葉県計量士会
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の資産から補填するため、第３３条を追加しました。 

２．第７条の部会員の区分にＡ'部会員、Ｂ'部会員を記載し、３項第一

号にＡ部会員の説明文を変更及び４項にＡ'部会員、Ｂ'部会員につい

ての説明文を記載しました。 

 

３．  毎年出席者が少ないため、第２４条の全体会議を原則書面による全 

体会議としました。但し重要事項の場合はこの限りではありません。 

また、臨時会議は書面による開催とします。 

 

４．  第１１条（役員の種類及び数） 

  理事、監事の説明文を削除しました。 

 

５．  第１，２条及び第１１条２項「以下---と称する」を「という」に改  

正しました。 

 

６．第２５条（付議事項） 

  第三号に「役員の改選を追加」以下一号づつ繰り下げました。 

 

７  第２６条（議決権の行使） 

   全体会議が原則書面会議のため、書面以外で開催の時の委任につい

て記載しました。 

  

 参考として計量士部会の各部会員の会費を記載しました。 

 

 

参  考  

  会  費（計量協会規約による） 

Ａ部会員      ２５，０００円 

Ｂ部会員      １５，０００円 

A’部会員        １１，０００円 

B’部会員       ８ , ０００円 

賛助会員        ８，０００円 
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（一社）千葉県計量協会計量士部会細則 

 

（目的） 

第１条 （一社）千葉県計量協会計量士部会細則（以下「細則」という） 

は「（一社）千葉県計量協会計量士部会規約」に定められた事項 

を定める。 

（旅費等） 

第２条 部会の正部会員は、次の各号に該当するとき交通費、補助金等 

の支払いを受けることができる。 

    一（一社）日本計量振興協会関係 

      関東甲信越地区連絡協議会の出席者 

      全国計量士大会出席の会長又は会長の代理者 

    二（一社）日本計量振興協会関係（東京都開催） 

会員代表者会議出席の会員代表者又は代理人 

  総会出席の会長又は会長の代理者並びに代議員 

関東甲信越地区代表者会議の出席者 

三（一社）千葉県計量協会関係 

      理事会出席者 

    四（一社）千葉県計量協会計量士部会関係 

      理事会出席者及び会務に関わる行為で理事会で認めた者 

    五  その他  

      会長が部会で負担することを適当と認めた場合 

（支給金額） 

第３条 交通費にあっては、当事者の居住地より第２条一号を除き会 

   議等開催地までの公共交通機関運賃の往復実費とする。第２条 

   一号についての旅費は支給せず参加費等にあっては補助金とし 

   その額は次のとおりとする。また、他より補助があった場合は 

その額を減ずる。 

１  関東甲信越地区連絡協議会の出席者  

１泊２日の場合      １０，０００円 

１日の場合         ５，０００円 

 

２  全国計量士大会出席の会長又は会長の代理者 

１泊２日の場合      １０，０００円 

１日の場合         ５，０００円 
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（支払方法） 

第４条 交通費の支払は、別紙「旅費請求書兼領収書」で行う。会費、参 

   加費等の支払は領収書の提出で行う。 

 

（請求期限） 

第５条 旅費等の請求期限は、支出の事由の発生した年度の末日までとす 

る。  

（改正） 

第６条 本細則の改正は、理事会で行う。 

 

          付  則  

（本細則の施行期日） 

 本規則は平成２８年５月２５日から施行する。 

  

※  平成３１年４月１５日 一部改正 

  １  第３条の支給金額を改正した。 

 

※  令和２年４月１０日 一部改正 

   第３条の支給金額を改正した。 

 


